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9月の政治・経済イベント
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上記は、すべて現地時間で作成しており、作成時点で利用可能な最新の情報を用いておりますが、発表日は変更される可能性があります。
（出所）Bloombergデータ等より野村アセットマネジメント作成
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9月の主な政治・経済イベント

利上げ見送りが意識される米国と、利上げ継続が見込まれる欧州
欧米の主要中央銀行が金融政策を発表します。米国では、これまでの利上げ効果で実質政策金利
がプラスに転じ、インフレの鈍化基調も続いていることから9月は6月以来、2会合ぶりの利上げ見送りが
見込まれています。一方、ユーロ圏では単一の金融政策で複数の国の物価安定を図る運営の難しさ
から米国と比べインフレの鈍化ペースが遅く、利上げが継続されるとの見方が優勢です。英国でも賃金
の高騰を受けインフレが高止まりしており、利上げ継続や利上げ幅の再拡大が警戒されています。

中国政府が景気回復ペース持ち直しへの動きを強めるか
中国景気の先行き不透明感が高まっています。不動産業界の低迷や過去最高の若年失業率が景
気回復の勢いを鈍らせており、8月には欧米の主要金融機関が相次ぎ23年の中国の経済成長率見
通しを5%未満に引き下げました。中国政府が地方財政難への対応や利下げといった支援策を講じて
いるものの、小規模にとどめていることから市場は慎重です。23年の政府目標である5%前後の経済成
長率を達成するため、中国政府が大規模な景気刺激策を打ち出すかに市場の関心が集まります。

日本では物価高で個人消費が低調、インフレ指標や金融政策に注目
日本では、4-6月期の実質GDP（国内総生産）が前期比年率6%増の高い成長率となりました。イ
ンバウンド消費や自動車の輸出が回復し外需が好調だった一方、物価高を背景に個人消費が前期
比で減少するなど内需は軟調でした。全国消費者物価指数などのインフレ指標のほか、個人消費の
減少を受けて日銀の金融緩和政策の継続方針に変更がないかに注目です。

予定

1日(金) 米国 雇用統計、ISM（サプライマネジメント協会）製造業景況感指数（8月）

13日(水) 米国 消費者物価指数（8月）

14日(木) ユーロ圏 金融政策発表

15日(金) 中国 鉱工業生産指数、小売売上高、固定資産投資（8月）

20日(水) 米国 金融政策発表

20日(水) 英国 消費者物価指数（8月）

21日(木) 英国 金融政策発表

22日(金) 日本 金融政策発表、全国消費者物価指数（8月）

29日(金) 米国 個人所得、個人消費支出、個人消費支出デフレーター（8月）

29日(金) ユーロ圏 消費者物価指数（9月）
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